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・売上高は、

国内カーナビゲーション用データやＡＤＡＳにかかわる開発受託など、

ＩＴＳ関連の売上が増加したことに加え、

住宅地図データベースを活用したＧＩＳ関連の売上も

堅調に推移したことなどにより、

２８億４９百万円増収の５７８億１９百万円となりました。

・損益面では

営業利益は、１１億９５百万円増加し、４２億３４百万円、

経常利益は、１１億円増加し、４５億２７百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益は、

８億５１百万円増加し、２４億６２百万円となりました。

・これにより、売上高、営業利益、経常利益は２期連続の増収増益

親会社株主に帰属する当期純利益は３期連続の増益となりました。

・予想比においても、ＩＴＳ事業の増収により売上高・利益ともに

大幅に増加しました。
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・住宅地図帳などを販売する出版事業は、
地図帳の減少に加え、前期に計上していた「国勢調査関連」の
受託案件の売上が減少したことなどで、５億円の減収となりました。

・住宅地図データベースを活用するＧＩＳ事業は、
ストック型のＧＩＳパッケージ商品や、昨年４月より連結子会社とした
ＧＩＳマーケティング事業を展開する、㈱ゼンリンジオインテリジェンスの
売上などにより、９億円の増収となりました。

・ＩＣＴ事業はスマートフォン向けサービスの有料会員数の
減少などにより、２億円の減収となりました。

・本決算のポイントとなったＩＴＳ事業は、
国内カーナビゲーション用データの販売が好調であったことに加え、
ADAS関連を含む開発受託の売上の一部を前倒しで計上したことなど

で、
２９億円の増収となりました。

・海外事業、その他事業は、表示の通り、いずれも僅かながら
減少いたしました。

・営業費用は、人件費や時空間情報システムの償却費などで
１６億円増加いたしましたが、売上高が費用の増加を吸収し、
営業利益は、前期比で１１億円増加となりました。
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ZGP２０２０で区分した事業別売上高の過年度推移
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セグメント情報は、

「地図データベース関連事業」、 「一般印刷関連事業」、

「その他」と、従来どおり３区分で開示しております。
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地図データベース関連事業

7



一般印刷関連事業・その他
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・営業活動においては、増益により、７億円収入が増加し

９３億円となりました。

・投資活動では、有形及び無形固定資産の取得に加え、

ＧＩＳマーケティングを展開する㈱ゼンリンジオインテリジェンス、

車載向けソフトウェアの開発・提供を行うAbalta Technologies社の

株式取得などにより、 ５３億円を支出いたしました。

・その結果、フリーキャッシュ・フローは、

３億円増加し、 ４０億円となり、

この資金から、配当金の支払、リース債務の返済など、

財務活動で２２億円を支出いたしました。
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・ 本年度は、ＺＧＰ２０２０の３年目となりますが

売上高、 ６００億円

営業利益、 ４５億円

経常利益、 ４７億円

親会社株主に帰属する当期純利益、 ２７億円と

増収増益を見込んでおります。
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・当社は安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針として、

連結株主資本配当率（DOE）３％以上を目標としております。

・この方針に基づき、

２０１７年３月期の期末配当金につきましては、

業績の進捗も考慮し、

５０銭増配の、１７円５０銭を予定しております。

これにより既に実施いたしました中間配当金と合わせて、

年間配当金は１株あたり３４円５０銭となり、

前期より２円増配となる予定です。

・また、２０１８年３月期の年間配当金につきましては、

５０銭増配の１株あたり３５円としております。
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２０１７年３月期の進捗と評価

・最優先事業と位置づけているGIS事業が、パッケージ商品の投入や

GISマーケティング分野強化により順調に推移しており、収益に貢献

してきている

・ＩＴＳ事業が、コネクティッドナビの新規獲得や、

国内新車販売の増加により、

カーナビゲーション用地図データの売上が増加するとともに

自動運転の開発のスピードが速まっており、ADAS関連の開発受託を

前倒しで計上したことから、売上・利益ともに大きく増加した

・ADASやドローンなど、新規事業領域での収益基盤を確立するため

更なる生産性の向上に取り組んでいる

２０２０年３月期に向けた課題

・新規事業分野における、ビジネスモデル確立や、早期収益化のため

自社だけでなく、提携先企業との協業を加速する
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２０１８年３月期の予想と、２０２０年３月期の目標値
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出版事業は、住宅地図帳の減収が続いているが、

地図を利用した 新たな市場の創造により、売上の安定化を目指す
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新たな事業コンセプトとして、Map Designビジネスを展開する
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・地図柄ステーショナリー「mati mati」シリーズは、

全国１２都市展開

・アパレルデザインにも初採用

・他社とのコラボレーションにより、プロモーションや商品企画を

進めている

・東京オリンピック、パラリンピックについては、

公式ライセンス商品として順次商品を拡充予定、

期間収益を確保
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ＧＩＳ事業はZGP２０２０の最優先事業としており、

毎期１０億円規模で増収
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ＧＩＳ事業の商品とターゲットを体系化

数値は、今期売上目標１４６億円の内訳

（ ）は前期比を記載

・既存の官公庁・自治体、大手企業の専用システム向けの

住宅地図等のデータ提供は、１２０億円規模であり、

売上構成としても 重要なターゲットである

自治体専任の部署を設置するなど、

営業プロセスの見直しにより、既存取引先の拡販を目指す

・ＧＩＳマーケティング

（売上予想 ６億円 詳細はP２１）

・ＧＩＳパッケージ、セレクション

（売上予想 ２０億円 セレクションの詳細はP２２）
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ＧＩＳマーケティングにおけるアクシオムジャパン㈱と協業した、

ＳＮＳを活用した広告モデル

・従来は、SNSに登録、把握可能な年齢・性別・投稿等から

ターゲティングした広告出稿であった

・SNSの情報に加え、地図情報と年収･家族構成などの

データ（国勢調査をベース）を組み合わせることで、

どんな暮らしをしているか、どんな家に住んでいるかまで、

ターゲットが設定可能
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不動産業者向けＧＩＳセレクション

・ＧＩＳパッケージ不動産の利用者からのアップセルを狙う

・不動産取引業者向けセレクション商品を開発

（ターゲット：５万社）

・今回は、用地仕入業務に対応した商品
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新たなＧＩＳパッケージ商品として、

小規模事業者向けのフィールドワークに特化した業務パッケージ

・ゼンリングループが既に保有している資産を活用した

クラウド型サービスを検討している

・サービス開始は、２０１７年７月予定。

（第５７回定時株主総会で事業の目的について定款変更、

MVNO事業者申請後）

・ニーズに対応した機能を備えた最適なパッケージとしてサービス化

クラウド型サービスで専用機器を必要としない

アプリを組み込んだ端末で提供 ⇒ＭＶＮＯ事業者登録

サービス・通信費・利用料をセットにしたストック型モデル

・キャリアのプラットホームを利用することで、

サービスのプラットフォーマーになれる可能性がある
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ＩＣＴ事業は、ＧＩＳ事業についで売上の成長を見込む事業分野
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新規事業領域としてドローン事業の本格化

・ロードマップにおいて、目視内飛行は現状行われているが、

目視外となった場合、運行管理が必要であり、

実現までの期間は早いと認識している

・ドローンの安全飛行に必要とされる機能は、

「誘導」 「管制」 「制御」

そのいずれにおいても地図情報は必要
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・「空の３次元地図」の研究開発を進めて技術基盤を確立し、

将来的には収益基盤として「ドローン専用プラットフォーム」を

提供

・２０１７年５月１６日 NEDOの採択企業に決定

・産官学連携を強化して早期事業化を目指す
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デジタルサイネージ事業は、

ハードウェアだけでなく、コンテンツ、サービスと

組み合わせる「位置情報トータルソリューション」を提案
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ＩＴＳ事業はこれまでの地図データの提供だけでなく、

地図とアプリを含めた トータルソリューション提供と、

ADASの収益化が課題
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ITS事業は３軸で推進

・既存のカーナビビジネス

・最近では、テレマティクスなど地図データとアプリケーションを

組み合わせるトータルソリューション提供がスタートしている

・自動運転を支援する高精度地図データ開発
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・オールジャパン体制での取組みにも参加

・ダイナミックマップの「協調領域」と「競争領域」を明確にし、

収益にしていくビジネスモデルを確立していく
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・海外の売上増加は、Abalta Technologies社の

ビジネスを見込む

・同社の車載ソフトウェアを当社の地図データと

組み合わせた ソリューションサービスで、

新興国エリアを中心とし事業拡大を目指す
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その他事業は、連結子会社による地図データベース事業以外の

事業を集約した区分
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